
長崎市宅地のがけ災害対策費補助金交付要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は、市民の安全・安心な生活環境を確保するため、予算の

範囲内において、崩壊したがけを復旧し、又はがけの崩壊を未然に防ぐこ

とを目的とした工事を行う者に対し、長崎市宅地のがけ災害対策費補助金

（以下「補助金」という。）を交付することに関し、長崎市補助金等交付

規則（昭和 63 年長崎市規則第 21 号。以下「規則」という。）に定めるも

ののほか、必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該

各号に定めるところによる。

(1) がけ 地表面が水平面に対し 30 度を超える角度をなし、垂直高さが

２メートルを超える土地をいう。

(2) 崩壊のおそれがあるがけ 宅地造成等規制法（昭和 36 年法律第 191

号。以下「宅造法」という。）第 16 条第 2 項に規定する勧告若しくは同

法第 17 条第 1 項に規定する改善命令又は本市からの改善要請を受けて

いるがけをいう。

(3) 災害対策工事 崩壊したがけ又は崩壊のおそれがあるがけを、がけ

に変状が生ずる前と同等以上の効用を持つ状態に復する工事をいう。

(4) 居室を有する建築物 建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号。以下

「建基法」という。）第 2 条第 4 号に規定する居室を有する建築物をい

う。

(5) 道路 建基法第 42 条に規定する道路及び建築基準法施行規則（昭和

25 年建設省令第 40 号）第 10 条の 3 第 4 項第 3 号に規定する通路をい

う。

(6) 公園 都市公園法（昭和 31 年法律第 79 号）第 2 条第 1 項に規定す

る都市公園及び長崎市公園条例（平成 16 年条例第 61 号）第 2 条に規定

する公園をいう。

(7) 地縁団体 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 260 条の 2 第 7

項に規定する認可を受けた地縁による団体をいう。

(8) 改善要請 市長が、所有者に対し、宅地造成に伴う災害の防止のた

め必要な措置を採ることを求めることをいう。

（補助対象がけ）

第３条 補助の対象となるがけ（附属する工作物を含む。以下「補助対象が

け」という。）は、次に掲げるものをいう。



(1) 本市内に存する現に崩壊したがけ又は崩壊のおそれがあるがけ（以

下「崩壊がけ・崩壊おそれがけ」という。）で、がけの下端からの水平

距離が、がけの垂直高さの２倍以内に、現に使用している居室を有する

建築物（崩壊がけ・崩壊おそれがけの所有者及び当該がけの所有者と生

計を一にする者が所有する建築物を除く。次号において同じ。）、道路又

は公園があるものをいう。

(2) 前号に該当するがけの両側下端から、がけの垂直高さに応じた角度

（がけの垂直高さが５メートル以内にあっては 45 度、５メートルを超

える場合にあっては 35 度）で直線を伸ばし、土地の上端に達した位置

から直下までの範囲内のがけで、がけの下端からの水平距離が、がけの

垂直高さの２倍以内に、現に使用している居室を有する建築物、道路又

は公園があるものをいう。

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号は、補助対象がけとしない。

(1) 法人（地縁団体を除く。）が所有するがけ

(2) 建基法第 9 条第 1 項の規定に基づく命令、宅造法第 14 条第 1 項から

第 3 項までの規定に基づく監督処分又は都市計画法（昭和 43 年法律第

100 号）第 81 条第 1 項に基づく監督処分を受けている土地

(3) 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律

（平成 12 年法律第 57 号）、急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する

法律（昭和 44 年法律第 57 号）又は農地法（昭和 27 年法律第 229 号）

による規定に違反している土地

(4) 長崎市土砂等による土地の埋立て等に関する指導要綱（平成 12 年長

崎市告示第 225 号）による規定に違反している土地

（補助対象者）

第４条 補助金の交付の対象者（以下「補助対象者」という。）は、次に掲

げる者で、災害対策工事を行うものとする。

(1) 補助対象がけの所有者又は共有者（個人及び区分所有建物の所有者

をいい、一の補助対象がけを複数の個人が共有している場合は、当該共

有者全員を一人の個人とみなす。）

(2) 前号に規定する所有者又は共有者から委任を受けた者又は地縁団体

（補助対象工事）

第５条 補助金の交付の対象となる工事（以下「補助対象工事」という。）

は、補助対象者が発注する補助対象がけの災害対策工事（補助対象者が共

有者であって、他の共有者全員の同意がない場合は民法（明治 29 年法律

第 89 号）第 252 条の保存行為に該当する工事に限る。）で、本市内に本店

を有する法人又は本市内に住所を有する個人、かつ、建設業法（昭和 24



年法律第 100 号）別表第 1 の下欄に掲げる土木工事業、建築工事業若しく

はとび・土工工事業に係る同法第 3 条第 1 項の許可を受けた者に請け負わ

せる災害対策工事とする。

２ 前項の規定にかかわらず、次に該当するものは、補助の対象としない。

(1) 附属する工作物のうち、人工地盤に係る工事

(2) 応急処置のみを行う工事

(3) 第 8 条に規定する事前審査により通知する範囲を超えるもの

(4) 既にこの要綱に基づく補助金の交付を受けた部分の災害対策工事

(5) その他市長が不適当と認める災害対策工事

（補助対象経費）

第６条 補助金の交付の対象となる経費（消費税及び地方消費税を除く額を

いう。以下「補助対象経費」という。）は、次のとおりとする。

(1) 災害対策工事の直接工事費（材料費、労務費及び機械経費をいう。

以下同じ。）

(2) 諸経費（直接工事費に 10 分の 3 を乗じて得た額以内の額とする。）

２ 前項の直接工事費は、安全が確保できる最も経済的な方法によるものを

限度とする。

（補助金の額）

第７条 補助金の額は、前条の補助対象経費に 3 分の 1 を乗じて得た額と

し、2,000,000 円を上限とする。

２ 前項の金額に 1,000 円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額を

補助金の額とする。

３ 土地所有者が異なる一連のがけについて、当該がけの所有者が共同して

災害対策工事を施行する場合は、各々が負担すべき経費を、各々の補助対

象経費とする。

（事前審査）

第８条 補助金の交付の申請をしようとする者（以下「申請者」という。）

は、第１０条に規定する交付の申請をする前に、市長に対し、事前調査申

請書（第 1 号様式）により申請するものとする。

２ 前項に規定する事前調査申請書には、次に掲げる書類を添付するものと

する。ただし、市長が特に理由があると認めるときは、その一部を省略さ

せることができる。

(1) 崩壊がけ・崩壊おそれがけの位置図

(2) 崩壊がけ・崩壊おそれがけの状況が確認できる概略の平面図及び断

面図並びに写真

(3) その他市長が必要と認める書類



３ 市長は、前項に規定する事前調査申請書を受理したときは、審査及び必

要に応じて現地調査を行い、その結果を事前調査結果通知書（第 2 号様

式）により、申請者に対して通知するものとする。

（事前着手）

第９条 申請者は、補助金の交付の決定前に災害対策工事に着手した場合

は、補助金の交付を受けることができない。ただし、あらかじめ市長に事

前着手届（第 3 号様式）を提出した場合はこの限りではない。

（交付の申請）

第１０条 規則第 3 条第 1 項に規定する市長が定める補助金の交付の申請の

提出期日は、事前調査結果通知書の通知日から起算して 60 日以内又は当

該補助金の交付の申請日が属する年度の 2 月 25 日のいずれか早い日とす

る。

２ 規則第 22 条の規定により、補助金の交付の申請は、規則第 3 条第 1 項

の補助金等交付申請書に代えて、長崎市宅地のがけ災害対策費補助金交付

申請書（第 4 号様式）を用いるものとする。

３ 規則第 22 条の規定により、規則第 3 条第 1 項第 4 号の実施設計書は、

工事計画書（第 5 号様式）を用いるものとする。

４ 規則第 3 条第 1 項第 5 号の市長が必要と認める書類は、次に掲げる書類

とする。ただし、市長が特に理由があると認めるときは、その一部を省略

させることができる。

(1) 第８条第 3 項に規定する事前調査結果通知書の写し

(2) 誓約書（第 6 号様式）

(3) 補助対象工事が、建基法による確認、宅造法による許可又はその他

の法令による許可等が必要な場合は、その許可等を受けたことが確認で

きる書類

(4) 工事見積書（内訳明細の記載があるものに限る。）

(5) 工事計画平面図、断面図及び構造図

(6) 補助対象がけが存する土地の土地登記事項証明書（未登記の場合に

あっては、固定資産税土地台帳の写し又は固定資産税納税通知書の写

し）及び公図

(7) 補助対象者の住民票

(8) 申請人が相続人である場合は、それが確認できる公的証明書

(9) 申請人が委任を受けている者である場合は、その委任状

(10) 宅造法に基づく勧告書若しくは改善命令書又は本市からの改善要請

書の写し

(11) その他市長が特に必要と認める書類



５ 規則第 3 条第 2 項の規定により、同条第 1 項第 1 号から第 3 号までの書

類の添付は、省略させるものとする。

（交付及び不交付の決定）

第１１条 規則第 22 条の規定により、補助金の交付の決定の通知は、規則

第 6 条第 1 項の補助金等交付決定通知書に代えて、補助金交付決定通知書

（第 7 号様式）を用いるものとする。

２ 規則第 6 条第 2 項に規定する補助金を交付することが不適当と認めたと

きの通知は、補助金不交付決定通知書（第 8 号様式）を用いるものとす

る。

（交付の条件）

第１２条 規則第 5 条第 1 項第 4 号の市長が必要と認める事項は、次に掲げ

る事項とする。

(1) 交付決定の通知を受けた日から起算して 30 日以内に災害対策工事に

着手すること。ただし、市長が特に理由があると認めるときは、この限

りではない。

(2) 災害対策工事に着手する場合は、あらかじめ着手届（第 9 号様式）

及び災害対策工事の工事請負契約書の写しを提出すること。ただし、事

前着手届を提出している場合は、着手届の提出を省略させるものとす

る。

(3) 当該補助金の交付の申請日が属する年度の 2 月末日までに災害対策

工事を完了すること。ただし、市長が特に理由があると認めるときは、

この限りではない。

(4) その他市長が特に必要があると認める事項

（申請内容の変更）

第１３条 規則第 22 条の規定により、補助金交付申請の内容変更の承認の

申請は、規則第 5 条第 3 項の補助事業等変更中止（廃止）承認申請書に代

えて、補助金交付申請変更承認申請書（第 10 号様式）を用いるものとす

る。

２ 前項に規定する変更の申請には、変更の内容がわかる書類を添付するも

のとする。

３ 市長は、第 1 項に規定する変更の申請を受け、承認した場合は、補助金

交付申請変更承認通知書（第 11 号様式）を用いて申請者に対して通知す

るものとし、承認しなかった場合は、補助金交付申請変更不承認通知書

（第 12 号様式）を用いて申請者に対して通知するものとする。

（申請の取下げ）

第１４条 規則第 7 条第 1 項に規定する申請の取下げをすることができる期



日は、交付決定の通知を受けた日から起算して 10 日を経過する日とす

る。

２ 規則第 7 条の申請の取下げを行う場合は、補助金交付申請取下げ書（第

13 号様式）を用いるものとする。

（決定の取消等）

第１５条 規則第 22 条の規定により、規則第 8 条第 3 項及び規則第 16 条第

3 項において準用する規則第 6 条の通知は、規則第 6 条第 1 項の補助金等

交付決定通知書に代えて、補助金交付決定取消通知書（第 14 号様式）を

用いるものとする。

（完了報告書）

第１６条 規則第 12 条に規定する実績報告書を提出しなければならない期

日は、補助対象工事完了の日から起算して 14 日を経過する日とする。

２ 規則第 22 条の規定により、補助対象工事の完了の報告は、規則第 12 条

の補助事業等実績報告書に代えて、工事完了報告書（第 15 号様式）を用

いるものとする。

３ 規則第 12 条第 2 号の市長が必要と認める書類は、次に掲げる書類とす

る。

（1) 災害対策工事の完了写真（着工前、竣工、施行状況及び出来形寸法

が確認できるもの）

（2） 災害対策工事の代金領収書又は請求書の写し

（3） 災害対策工事が建基法に基づく確認又は宅造法に基づく許可を受け

ているものは、建基法第 7 条第 5 項又は宅造法第 13 条第 2 項に規定す

る検査済み証の写し

(4) その他市長が特に必要と認める書類

（補助金の額の確定）

第１７条 規則第 22 条の規定により、補助金の額の確定は、規則第 13 条の

補助金等確定通知書に代えて、補助金確定通知書（第 16 号様式）を用い

るものとする。

（補助金の請求）

第１８条 規則第 15 条第 2 項の請求書は、補助金交付請求書（第 17 号様

式）を用いるものとし、補助金の額の確定の通知を受けた日から起算して

14 日を経過する日までに提出しなければならない。

（事業完了後の提出書類）

第１９条 補助金の交付を受けた者は、補助対象工事の代金を支払った際の

領収書の写しを補助金の受領日から 14 日以内に提出しなければならな

い。ただし、第 16 条に規定する完了報告書の提出時に既に提出している



場合はその限りではない。

（帳簿等の整備及び保管）

第２０条 補助金の交付を受けた者は、補助対象工事に係る経費の収支の状

況を明らかにする書類、帳簿等を補助対象工事が完了した日の属する年度

の翌年度から 5 年間保管しなければならない。

（委任）

第２１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。

附 則

この要綱は、平成 27 年 4 月 1 日から施行する。

附 則（平成 28 年 3 月 25 日）

（施行期日）

１ この要綱は、告示の日から施行する。

（経過措置）

２ 改正前の長崎市宅地のがけ災害対策費補助金交付要綱に定める様式によ

る用紙は、当分の間、所要の整備をして使用することができる。

附 則（平成 29 年 2 月 6 日）

（施行期日）

１ この要綱は、告示の日から施行する。

（経過措置）

２ 改正前の長崎市宅地のがけ災害対策費補助金交付要綱に定める様式によ

る用紙は、当分の間、所要の整備をして使用することができる。

附 則（平成 30 年 1 月 18 日）

この要綱は、告示の日から施行する。

附 則（平成 30 年 10 月 26 日）

この要綱は、告示の日から施行する。

附 則（令和 2 年 3 月 30 日）

この要綱は、令和 2 年 4 月 1 日から施行する。

附 則（令和 2 年 11 月 17 日）

（施行期日）



１ この要綱は、告示の日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の長崎市宅地のがけ災害対策費補助金交付要綱の規定は、この要

綱の告示の日以後の申請に係る補助金について適用し、同日前の申請に係

る補助金については、なお従前の例による。


